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特  集 エンターテイメントビジネス
　2016年９月22日。プロバスケットボールリーグ
「B.LEAGUE」が開幕した。国立代々木競技場第一体
育館を舞台に、公式戦での採用は世界初となる全面
LED コートで行われた「アルバルク東京 vs 琉球ゴー
ルデンキングス」の開幕戦。一番安い席で5,500円、
最高額の座席は20万円（４人席）だったが、入場券は
前売ですべて完売。購入者の氏名が刻印されたクレ
ジットカード型の記念チケットで入場すると、その先
には、「BREAK THE BORDER ！」をキャッチフレー
ズに掲げ、「革新的」「エキサイティング」「サプライズ」
を詰め込んだ世界が広がっていた。
　これまで日本のプロスポーツリーグビジネスを牽引
してきたのは、野球、そしてサッカーだった。バスケッ
トボールとこれらのスポーツが異なる最大の要素は、
その舞台がアリーナだということだ。
　雨風を気にしなくていい密閉された空間の中、観客
席の至近距離で繰り広げられる迫力あるプレー、照明・
映像・LED と観客全員に配布された新技術搭載のペ
ンライト FreFlow（フリフラ）とが連動した光の演出、
会場内に反響する音楽や歓声、パワフルでしなやかな
歌とダンスのパフォーマンス。これらが生み出すド派
手で非日常的なエンターテインメントは、私たちにバ
スケットボールというコンテンツが秘める新たな魅力
と可能性を提示してくれた。
　遡ること23年、1993年に開幕したのが J リーグ
だった。プロスポーツは野球と大相撲だけだった時代
に、サッカーのプロリーグが誕生した。今でこそ、日
本でメジャースポーツとなったサッカーだが、当時「プ
ロ化は時期尚早」「プロ野球ですら赤字球団ばかりな
のに、サッカーがプロで成功するわけがない」という
声が大勢を占めていた。立ち向かったのが、J リーグ
初代チェアマンとなった川淵三郎である。
　「時期尚早と言う人間は、 100年経っても時期尚早
と言う。前例がないと言う人間は、 200年経っても前
例がないと言う。」
　川淵は、J リーグ開幕にこぎつけ、「ヴェルディ川崎
vs 横浜マリノス」の開幕戦は国立競技場を満員の観客
で埋め尽くした。
　それから23年の歳月を経て、川淵は NBL と bj リー
グとに分断したバスケットボール界をひとつに束ね、
再び新たなプロリーグ発足にこぎつけたのである。
　「スポーツビジネス」と聞くと、どのようなビジネ
スを思い浮かべるだろうか。学生に「スポーツビジネ
ス業界に属する企業」について尋ねると、シューズや
ギアなどのスポーツ用品を製造・販売する企業を挙げ
る者が多いが、スポーツビジネスは、大きく「スポー
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ツ（そのもの）のビジネス」と「スポーツを活用したビ
ジネス」の２つに分けられる。
　「スポーツ（そのもの）のビジネス」には、野球、サッ
カー、バスケットボール、相撲などのエンターテイン
メントビジネス、すなわち、プロスポーツリーグ興行
に代表される「観るスポーツ」と、フィットネスジム
やマラソン大会などスポーツイベントに代表されるス
ポーツに参加する場を提供する、いわゆる「するスポー
ツ」とがある。「スポーツビジネス」は基本的にサービ
ス産業であり、中でも、いわゆる「スポーツマーケティ
ング」や「スポーツマネジメント」といった言葉で扱
われる際の「スポーツ」は、「観るスポーツ」に該当す
るエンターテインメントビジネスを指すことになる。
その核となる商品は「ゲーム（試合）」だ。
　なお、製造業に属するスポーツ用品産業は、あくま
で「スポーツを活用したビジネス」のひとつである「観
るスポーツ」や「するスポーツ」を支える第２次産業
であることが理解できるだろう。
　スポーツビジネスにおける核となる商品は「ゲーム」
である。
　チームはゲームでの勝利をめざして、活躍が期待さ
れる能力の高い選手を集め、戦力の向上を図る。一方、
事業面では、球団の勝敗に関わらず多くのファンに楽
しんでもらい、さらにはその売上を大きくすることを
めざす。魅力ある球団づくりを行い、テレビ放送、ス
ポンサーシップ、あるいはグッズ販売へと結びつけて
いく。フィールドでは、限られたコストの中で戦力強
化を図りながら「勝ち」をめざす一方で、ビジネスでは、
勝敗に左右されず売上拡大を実現できるようスポーツ
そのものや球団の「価値」を高めることをめざす。ト
レードオフ関係にある両者のバランスをとるマネジメ
ントを行うゼネラルマネジャー的立場の存在が、ス
ポーツチームの経営においては不可欠になる。
　スポーツビジネスにおける「ゲーム」という商品の
最大の特徴は、「１社単独で生産できない」点である。
これはスポーツリーグビジネス独特の性質だ。
　営業日数が少ないことも特徴のひとつである。比較
的試合数が多いプロ野球でさえ、ホームゲームを主催
するのは年間365日中70日程度。年間300日近く閉
店しているビジネスで大成功を収めることは非常に困
難と言えよう。
　さらには、「商品品質を保つために、高レベルでの
戦力均衡が求められる」点も見逃せない。プロ野球の
ドラフト会議も、本来であれば憲法で担保された職業
選択の自由違反ということになりかねないが、戦力均
衡を実現し商品を魅力的にするために認められた制度
である。数多くの接戦を演出し、商品クオリティを高
めるためには、リーグによるマネジメントが欠かせな
いのである。
　ゲームを中心にしたさまざまな権利を商品化して販
売するのが、スポーツビジネスの本質である。
　スポーツビジネスにおける収入の中で、最も基本と
なるのが「入場料」だ。販売しているのは、スタジア
ムやアリーナで「ゲームを観る権利」。私たちが購入
するチケットとは、いわばある席で観戦する権利を販
売している契約書とも言うべきものであり、基本的に
BtoC のビジネスとなる。
　その他、スポーツビジネスにおける主な収入源とし
ては、「放映権料」「スポンサー権料」「ライセンス（MD）
料」が挙げられるが、これらは BtoB のビジネスだ。
　テレビ局などのメディアがそのスポーツの放送をす
るための権利を購入するために支払う「放映権」。広
告看板、ユニフォームへのロゴ掲出、命名権、その他
さまざまな形で企業名が露出することなどを目的に、
球団の権益を販売する「スポンサー権」。さらには球
団のロゴやマスコットなどを活用し、商品化・マーチャ
ンダイジングなどを実践する「ライセンス」。「入場料」
と併せたこの４つの収入がスポーツビジネスにおける
事業柱であり、BtoC と BtoB が複数階層構造になっ
ているのである。
　スポーツビジネスが、こうした４つの事業柱に基
づく権利ビジネスとして根付いたきっかけは、「商業
オリンピックのさきがけ」といわれた1984年ロサン
ゼルスオリンピックの成功だった。当時、10億ドル
ともいわれる巨額の赤字を計上した1976年モントリ
オールオリンピックの影響で、オリンピック開催都市
ゲームという商品の特性３
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として手を挙げる自治体の減少が危惧されていた。そ
んな中、ロサンゼルス大会で大会組織委員会の委員長
を務めたのが、米国２位の旅行代理店を一代で築き上
げたビジネスマン、ピーター・ユベロスだった。ユベ
ロスは、極力既存の施設を使うことで経費削減を果た
しただけでなく、大幅な収入増加の施策を打った。
　まず、入札制度を活用して国内独占放映権を与える
ことで、巨額の放映権料を得た。また、公式スポン
サーも１業種１社に絞ることで、スポンサー権料をつ
り上げることにも成功した。さらに、公式マスコット
の「イーグルサム」を活用したさまざまなグッズを展
開するなど、ライセンス収入を得ることにも成功した。
　大会は最終的に２億ドルを超える黒字を計上。巨額
を投じて国内独占放映権を獲得した ABC も最終的に
は１億ドル以上の利益を上げたといわれ、「オリンピッ
クは儲かる」と印象づける大会となった。以後オリン
ピックは、アスリートと観客のみならず、メディアや
企業にとっても大きな意味を持つイベントとなるとと
もに、スポーツビジネスにおいて、「入場料」「放映権料」
「スポンサー権料」「ライセンス料」が４大事業柱とし
て定着するようになったのである。
　日本で最も歴史が古いプロスポーツ興行のひとつが
プロ野球である。1936年に「日本職業野球連盟」設立、
1949年にはセントラルリーグ（セ・リーグ）とパシ
フィックリーグ（パ・リーグ）に分裂して「日本野球
機構」が発足。以来、現在まで脈々と歴史を紡いできた。
　1954年、戦後間もない日本でプロ野球を大衆娯楽
として発展させるため、「球団の赤字を親会社が補填
した場合、広告宣伝費として認められる金額は親会社
が損金として処理できる」という国税庁長官通達がな
された。それゆえ、プロ野球はビジネス上の黒字経営
をめざすのではなく、企業の節税対策として使われて
きた歴史的経緯がある。
　2004年、パ・リーグを中心としたプロ野球再編問
題が発生。親会社の赤字経営が原因で、大阪近鉄バファ
ローズはオリックスブルーウェーブと合併しオリック
ス・バファローズに。また、それに伴い、東北楽天ゴー
ルデンイーグルスが新規参入。ダイエーも身売りして
ソフトバンクホークスとなるなど、球界は大きく揺れ
た。これを機に、プロ野球界ではパ・リーグを中心に
ようやく経営改革が進むようになる。
　 一 方、 ア メ リ カ・ メ ジ ャ ー リ ー グ（MLB）は、
1990年代以降、売上を大きく伸ばしてきた。1995年
当時、プロ野球（NPB）と MLB はほぼ収益は変わら
ず1400億円程度だった。MLB は28球団（当時。現
在は30球団）、NPB が12球団であることを考えると、
１球団あたりの売上は NPB の方が大きかったことに
なる。NPB の売上は現在1800億円程度と頭打ちの状
態だが、MLB はその後20年間で１兆円を超える売上
を上げるようになった。
　大きな差ができた要因のひとつが、「球団とスタジ
アムの一体経営」だ。MLB では、この20年間で17の
スタジアムが新設され、グルメ・ショッピング・ア
ミューズメントなどといった野球以外のエンターテイ
ンメントも楽しめるようなボールパーク構想が推進さ
れてきた。さまざまな事業やスポンサ ・ーアクティベー
ションが展開しやすいように、企業と連携しながら
スタジアムが建設され、球場を訪れるファンがお金
を使いやすいシチュエーションを増やすととともに、
スポンサー企業が投資しやすい場作りが進められて
いる。
　もうひとつの要因が、「リーグビジネス」の成功だ。
リーグが主導してさまざまな権利を管理・販売するた
めに子会社を設立しながら、収益を拡大する取り組み
を進めている。
　国内放映権やスポンサー権を販売する「MLB プロ
パティーズ」。放映権とスポンサーと合わせた売上規
模も年間1000億円を超える。これを単純に30チーム
に分配しただけで30億円以上になる。また、2000年、
インターネットに関するすべての権利を管轄する目的
で設立した「MLB アドバンスド・メディア（MLBAM）」
も成功を収めている。オンラインによる試合の生中
継やアーカイブ、チケットやグッズのオンライン販
売、WEB サイトの広告枠の販売など行い、その売上
は700億円を超えると言われる。
　MLB の商品価値とブランドを高めるために、リー
グ全体でビジネスマネジメントに取り組んでいるので
ある。
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　次に、サッカーを見てみよう。
　日本初のプロサッカーリーグとして10チームでス
タートした J リーグは、現在、J ３まで含めて54チー
ム（U23選抜を除く）にまで拡大している。
　一方、J リーグとほぼ同時期に創設されたのが、ヨー
ロッパ最高峰のリーグのひとつ、イングランド・プレ
ミアリーグである。プレミアリーグは1992年、J リー
グは1993年と、両リーグはほぼ同時期に創設された。
発足当初の売上は、プレミアリーグが22クラブ合計
で約400億円、J リーグが10クラブ合計で約275億
円とほぼ開きはなく、むしろ、各クラブ平均売上規模
では J リーグが上回っていたことになる。
　しかし、20年を経た2013年時点での売上規模は、
プレミアリーグが20クラブ合計で約4000億円、J
リーグは J １に所属する18クラブ合計で約550億円
（現在 J ２、J ３を合わせて約1000億円）である。リー
グ売上規模は７倍以上の差がついてしまった。
　両リーグの収入内訳で違いが際立つのは、「放映権
収入」だ。プレミアリーグでは各クラブの収入の半分
近い47％を放映権収入が占めているのに対し、J リー
グはわずか７％未満である。プレミアリーグの2013-
14シーズンから2015-16シーズンのリーグ放映権契
約は３年間で22億ユーロ（約2900億円）。年あたり
に換算すると約1000億円であり、約50億円の J リー
グとは20倍もの開きがある。
　グローバルスポーツであるサッカーで、世界トップ
クラスの競技クオリティを保つプレミアリーグ。その
放映権は、設立当初から一貫して入札形式で販売して
おり、複数業者からの入札により放映権水準を保って
いる。また、国内放映権と海外放映権を厳密に管理し
ながら、海外放映権を200もの地域に個別に販売して
いる。
　高額な放映権収入を実現する源泉であり、プレミア
リーグ最大の特徴が、その「集客力」だ。プレミアリー
グ2012-13シーズンの平均観客動員率（＝平均観客数
/ スタジアム収容可能人員数）は95％を誇る。つまり、
全てのリーグ戦が毎回ほぼ満員の状態で開催されてい
ることになる（J リーグ平均観客動員率は約55％。最
も集客率の高い川崎フロンターレが約80％）。
　プレミアリーグ中継は、どのカードも、満員のスタ
ジアムで盛り上がっている様子が放送される。それは、
世界中の視聴者にとって大変魅力的で、メディア価値
も飛躍的に高まることになる。「集客」は、入場料収入
という直接的な側面だけではなく、スポーツビジネス
を多角的に展開する上で最も根源的な要素であること
がおわかりいただけるだろう。
　2015年10月１日、スポーツ庁が発足した。従来、
スポーツ振興は文部科学省、スポーツビジネスは経済
産業省、健康増進は厚生労働省などいったように、ス
ポーツは縦割り行政の中で各省に振り分けられ対応さ
れてきた。しかし、スポーツ庁の発足により、今後、
スポーツ振興および関連する健康増進、地域活性化、
国際交流など、同庁がスポーツ関連行政を一元的に司
り、総合的に推進していくことが期待されている。
　政府が「日本再興戦略2016」で掲げる GDP600兆
円に向けた「官民戦略プロジェクト 10」の中で、スポー
ツ庁を中心にした「スポーツの成長産業化」が提言さ
れ、スポーツ市場規模を2015年の5.5兆円から2020
年に10兆円、2025年に15兆円と約３倍に拡大する
ことが目標として示された。2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の開催を契機に、2020
年以降もスポーツ産業を活性化し、日本の基幹産業に
するというものである。なお、スポーツ産業の成長に
向けた３つの施策は以下のとおりである。
　１．スタジアム・アリーナ改革
　２．スポーツコンテンツホルダーの経営力強化、新
　　　ビジネス創出の促進
　３．スポーツ分野の産業競争力の強化と IT・健康・
　　　観光・ファッション等の融合・拡大。
　
　関係者の話を聞く限りでは、まだ明確な施策がある
わけでもなく、具体的な取り組みについては今後詰め
ていくようだ。しかし、政府が日本経済の成長戦略の
一環として「スポーツビジネスの拡大」を掲げ、市場
規模を３倍にしていくと明言していることは、スポー
サッカーに見るスポーツビジネスの
成長
６
日本再興戦略 2016 が描くスポーツ
産業のポジション
７
42
特
 集
エンターテイメントビジネス
43
ツ界にとっても追い風であり、同時に、正念場となる
ことは確かだろう。
　今後に向けたスポーツビジネスの拡大戦略におい
て、大きな柱となるのがスタジアム・アリーナ改革だ。
先述の「日本再興戦略2016」の中でも、2015年2.1兆
円の市場規模を、2025年に3.8兆円へ拡大させるとし
ている。改革のポイントは、「コストセンターからプ
ロフィットセンターへの転換」だ。
　国内のスポーツ施設は、国民体育大会（国体）など
を契機に整備されたいわゆる「体育施設」がほとんど
である。スタジアムやアリーナではなく、競技場であ
り体育館。これらは競技者視点で整備され、観客は重
視されてこなかった。未だに「靴を脱いでスリッパに
履き替えさせる」という体育館が少なくない。
　このような既存のスタジアム・アリーナを改革し、
魅力的で収益性の高い施設となるよう、施設の立地、
規模、付帯施設、整備、運用に関するガイドラインを
策定することになる。
　新国立競技場や、2020年東京オリンピック・パラ
リンピック競技会場としての施設建設に関するコスト
問題がメディアでも大きな話題になっているが、多く
の場合、建築物としてのデザインやコストの議論に終
止している印象を受ける。しかし、ビジネス視点で重
要なのは「事業設計」である。
　プロフィットセンターとしての施設建設を考える上
で、観客が楽しみやすいかどうかという顧客視点と、
維持費も含めてコストに見合う採算がとれるか、とい
う運用まで見据えた事業視点は欠かせない。施設にお
ける収益拡大のためにも、スポーツ以外のエンターテ
インメントを含めた稼働率が重要だ。観戦のしやすさ
はもちろんのこと、映像・音響・照明などの演出装置、
飲食、Wi-Fi などの通信インフラ、その他競技以外に
楽しめる演出要素を含めた複合的な視点で、エンター
テインメント性の高い施設整備が不可欠である。むし
ろ、多少コストをかけてもより収益を上げやすい機能
性やエンターテインメント性の高い施設にする、とい
う発想があってもいいはずだ。
　従来のようにスタジアムを建て、後から協賛企業を
募集し、所有者は管理するのみというのではなく、競
技団体はもちろん、コンサートやイベントなどを行う
エンターテインメント業界やスタジアムを活用して事
業を行う企業なども建設計画に加わり、ソフト面も含
めた活用プランを立て、それに見合った施設の設備を
考えていくことが必要になるだろう。
　また、政府は単なるスポーツ施設だけではなく、公
共施設・商業施設などの複合的機能を兼ね備えた施
設（スマート・ベニュー）の設置・整備への支援措置
の具体化を行うことをめざしている。その意味で、宿
泊・娯楽などのエンターテインメント要素だけではな
く、医療・福祉、災害拠点・エネルギー拠点など複合
的な機能を組み合わせて地域経済や活動の中心にする
といった、スタジアム・アリーナを核とした街づくり
や地域活性化の視点も重要になる。
　特に、アリーナについては、スタジアムと比較して
建設コストが低いことや、B.LEAGUE のエンターテ
インメント性の高さや若年層も含めた人気、また、他
競技や他のエンターテインメントコンテンツへの展開
による稼働率向上などを総合的に考えると、今後大き
な発展に期待がもてそうである。
　スポーツビジネスは、長年にわたり、テレビメディ
アとともに発展してきた。テレビの発展に伴いより多
くのコンテンツが求められる中で、ダイナミックでス
ピーディな動きで視聴者を魅了するスポーツは重宝さ
れてきた。
　スポーツ中継の特徴はそのライブ性である。試合結
果がわかってしまうとその楽しさは大きく減退する。
スポーツは「生」で観るに限るのだ。
　テレビ CM に代表される広告収入が収益源の民法
テレビ局にとって、家電技術の発達に伴い録画機器に
CM のスキップ機能が搭載されるようになったことは
脅威だった。その点、ライブ視聴を基本とするスポー
ツが、CM スキップがされづらいコンテンツである点
は、テレビ局にとっても魅力的である。
　日本ではプロ野球の地上波離れが進んでしまった一
方で、欧米では有料チャンネルを中心に、テレビメディ
アにおけるスポーツが持つ価値はますます大きくなっ
スタジアム・アリーナ改革８
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ている。この違いが、現在の欧米と日本におけるスポー
ツビジネスの規模の差に直結していることは先に述べ
たとおりである。
　しかし、そんな中で日本国内においても新しいビジ
ネスモデルが創出されつつある。それが、「デジタル
配信権」だ。
　2016年、J リーグが DAZN（ダゾーン）を提供す
る英・パフォーム社と10年2100億円、B.LEAGUE
がスポナビライブを提供するソフトバンク社と４年
120億円といわれる大型契約を締結した。若い世代を
中心にテレビ離れが進みスマホ全盛時代を迎えている
いま、スマホでスポーツ中継を観ることが当たり前に
なる。テレビ放映権に変わる新しい権利が誕生したこ
とは、国内外スポーツビジネスにおける大きなターニ
ングポイントとなる可能性が高い。
　スポーツビジネスにおいても経営人材の不足は大き
な課題のひとつである。日々メディアに取り上げられ、
華やかに見えるプロスポーツ興行などのエンターテイ
ンメントや、地域スポーツクラブ、フィットネス業界、
スポーツイベント制作企業なども含めて売上規模は大
きくない。ほとんどが中小企業であり、海外のスポー
ツビジネス企業と比較しても組織内の人数が圧倒的に
少ないのが現実である。スポーツビジネス業界に身を
置いている人材にせよ、スポーツの価値を活用して
マーケティングする企業の人材にせよ、これまで述べ
てきたようなスポーツビジネスを構造的に理解し、ビ
ジネスを実践している人の数は、それほど多くないと
いうのがこれまでのスポーツ産業である。
　人材の問題を解決する手段は「教育」だ。2003年、
財団法人東京大学運動会で始まった SMS（スポーツ
マネジメントスクール）は、650人を超える履修生を
輩出、その内半数以上がスポーツに関わる仕事に携
わっている。2016年からは、SBA（スポーツビジネ
スアカデミー）の中で、スポーツビジネスの戦略論を
学ぶ GM コースとして位置づけられ、新たな一歩を
踏み出した。この SBA は、2020年東京オリンピック・
パラリンピックはもちろん、その先のスポーツ業界発
展に向けて、プロフェッショナル人材が不可欠である
ことに注目。国内外のスポーツビジネスの現場で実績
を積み重ねる講師陣たちを招聘し、実践的かつ体系化
された講義やディスカッションを重ねながら、ネット
ワーキングの場を提供し、スポーツビジネスの活性化
をめざしている。筆者もこれらのカリキュラムやス
キームづくりに一部関わってきたが、SMS や SBA を
中心とした人材のネットワークが、スポーツビジネス
界におけるさまざまなシチュエーションで成果を出し
つつあることを実感している。
　スポーツビジネスは、さまざまなステークホルダー
が複雑に絡み合うのが特徴だ。J リーグなどの競技団
体が人材教育に取り組む事例も最近になってようやく
出始めてきているが、さまざまな業界に携わるプロ
フェッショナルたちが、課題や要点を理解しながらス
ポーツビジネスに関わることで、業界内外における人
材不足の解消やビジネス活性化に寄与する動きは今後
ますます加速するだろう。
　スポーツビジネスの領域は、さらに広がりを見せて
いる。スポーツ× IT、スポーツ×旅行、スポーツ×
グルメ、スポーツ×ファッションなど、さまざまな業
界との掛け算による融合化が進んでいる。スポーツ無
関心層に対してのアプローチをはじめ、スポーツへの
参加を促す重要な機会になるとともに、スポーツを
きっかけとした地域経済やインバウンド効果など多岐
にわたる貢献が期待される。
　また、ウェアラブル端末、 ３D や４D 技術、アクショ
ンカメラ、VR（仮想現実）や AR（拡張現実）、施設
の Wi-Fi 化などさまざまなテクノロジーの進化をは
じめ、競技者や顧客のデータベースなどのビッグデー
タを活用した IT 促進により、新たな観戦アプローチ
やスポーツをする楽しみの幅が広がることにもますま
す期待が高まる。
　スポーツツーリズムに関しても、2020年東京オリ
ンピック・パラリンピックを契機にした観光発展への
機運は高まりを見せている。訪日外国人観光客数は右
肩上がりで、2016年には2400万人を越えたが、政
府は2020年の目標人数を4000万人と高く設定する。
　スポーツメガイベントなど「観るスポーツ」の観戦
スポーツ経営人材の重要性10
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を契機にしたツーリズムはもちろんのこと、東京マラ
ソンに代表されるような大都市マラソン大会など競技
人口が増えているマラソンやトライアスロンといった
「するスポーツ」と絡めて観光を楽しむ形のスポーツ
ツーリズムの需要もさらに拡大していくことが予想さ
れる。
　「世界三大スポーツイベント」と呼ばれるのが、オ
リンピック・パラリンピック、サッカー男子 FIFA ワー
ルドカップ、そしてラグビーワールドカップ。その内
の２つ、2019年ラグビーワールドカップ、2020年東
京オリンピック・パラリンピックが、いずれも日本で
開催されることになる。さらに2021年に関西で開催
されるワールドマスターズゲームズ（30歳以上なら誰
でも参加できる世界最大の生涯スポーツイベント）を
含めて、これだけ大きな国際大会が３年連続して同一
国で開催されるのは、史上初のことである。早稲田大
学・間野義之教授がこの３年間を「ゴールデン・スポー
ツイヤーズ」と名付けているが、これらの国際大会の
開催が国内スポーツビジネスの活性化に果たす役割に
は、大きな期待がかかる。そして、市場拡大を実現す
るためには、スポーツの経営資源としてのヒト・モノ・
カネの側面、すなわち「経営人材やスポーツビジネス
の活用人材の育成」「有形・無形資産の価値向上」そし
て「コストセンターからプロフィットセンターになる
ために稼ぐ組織としての意識醸成」が求められる。
　1964年東京オリンピックの際には、旧国立競技場
をはじめ、新幹線、首都高、カラーテレビなど、高度
経済成長のきっかけとなるインフラの発展がレガシー
となった。一方2020年はどうだろうか。
　スタジアム・アリーナのハードとしての側面だけで
はなく、たとえば、この大会を機に、スポーツビジネ
スで「稼ぐ」意識が醸成され、スタジアム・アリーナ
建設計画に反映できるかどうかが重要だ。さらには、
我が国におけるスポーツと体育の混同が解消された、
とか、英語を話せる日本人の割合が大幅に増えた、と
いった人的側面やソフト面の変化にも大きな期待が寄
せられる。
　スポーツ組織、スポーツエンターテインメント産
業そのものの「スポーツマーケティング」、そして、
IT・テクノロジーなど周辺関連産業によってスポー
ツビジネスの価値を拡大する「コーポレートソリュー
ション for スポーツ」、そしてさらには、スポーツの
外側の企業・業界におけるマーケティングにおいてス
ポーツの価値を最大限に活用する「コーポレートマー
ケティング with スポーツ」。今後は、これら三方向か
らの拡大戦略が不可欠となるであろう。
　こうしたオリンピック・パラリンピックなどのス
ポーツメガイベントは、決してスポーツ産業にとって
のみ重要なわけではなく、スポーツ国際イベントが、
あらゆる業界にとって重要な契機となるはずだ。
　現在、どの業界にとっても IT 戦略が欠かせなくなっ
ているのと同様に、今後さまざまな業界において「ス
ポーツビジネス」と掛け合わせる戦略視点が欠かせな
くなっていると言っても過言ではないのである。
2020年、そしてその先へ12
